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A.  施設整備の検討 

１.火葬場建設の基本理念 

１. 『杜』のなかで行う葬送 - 『杜』の斎場 

・ 敷地の特性を活かし、「里山の風景」と「海への眺望」に囲まれた「葬送」の場を整備する。施設

整備に加え、周囲に自然が残る斜面地を一体的に整備し、葬送の場にふさわしい新たな『杜』

注）をつくる。 

注） 『杜』は、天然の「森」に対して、生態系をはじめ環境に深く配慮し、計画的に整備される“モリ”を意味する。

かつて里山は、自然とひとの暮らしが共生する「杜」であり、ふるさとの風景であった。ここでは、終焉の場

として、市民のこころの拠り所となる、新たな「杜」を創造する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. ひとにやさしい施設 

・ 故人を荘厳かつ厳粛に送る場であり、また会葬者にとっては、気兼ねなく、心ゆくまで別れを惜

しむことができる場を整備する。 

・ 葬送が「家」から「個人」の儀式として変化するなか、将来を見越し、“質”を求める市民の新しい

要望に応えられる施設を整備し、市民の暮らしや地域文化の向上に貢献する。 

・ 各儀式（告別、見送り、拾骨）を執り行う際、会葬者同士が互いに干渉されることがないよう、一

会葬者が“占有”できる空間を備える。 

・ 会葬者グループの全てが“占有”できる個別の待合室を備える。 

・ 葬送の一連の移動のなかで “自然の景”（光、緑、水、眺望など）が目に触れ、心が少しでも和

むよう配慮・工夫された建築計画を行う。  

・ 高齢者をはじめ身体的弱者が、苦痛や不自由を伴わず参列できるよう、ユニバーサルデザイン

を十分に考慮する。 

３.環境にやさしい施設 

・ 炉設備は、適切な公害防止対策を施し、安全性を確保する。 

・ 整備の全過程（造成→施設整備→運営）において、地球環境への配慮を行う。 

・ 太陽光発電などの自然エネルギーの活用、自然光や通風の確保、雨水利用などの取り組みに

加えて、LED 照明や省エネ型の浄化槽、空調機器等を採用する「環境配慮施設」を整備する。 

４.官民連携による整備手法とコスト縮減 

・ 官と民の適切な連携による施設整備手法を採用し、財政状況に配慮する。 

・ 民間ノウハウを導入し、長期的な運営や維持管理を含むトータルコストの低減を図る。 

敷地上空から撮影 敷地から大阪湾を望む 

図-Ⅰ-① 敷地現況写真 
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図-Ⅰ-③ 敷地位置図 
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Ⅱ.将来需要の検討 

１.将来死亡者数の予測 

・ 国立社会保障・人口問題研究所による「日本の市区町村別将来推計人口」（平成２５年３月推

計）を基に、死亡者数の予測を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.必要火葬炉数の算定 

・火葬炉数は、次式により算出する。 式中の各項目の数値は、下記による。 

 

①年間火葬件数： 

・ 年間火葬件数は予測死亡者数とする。 

②稼動日数： 

・ 現在の火葬場施設の運営状況は、元旦を除く３６４日である。          

③火葬集中係数： 

・ 本計画は、文献（注）による中規模火葬場の推奨値１.７５～２.０から、２.０を採用する。 

（注） 出典：「火葬場の建設・維持管理マニュアル」（平成１６年、日本環境斎苑協会）  

④１基１日当たりの平均火葬数 

・ ２回/日とする。 

⑤計画炉数の算定 

 

 

年 
死亡者数(人) 

泉南市 阪南市 合計 

２０１５～２０年（平成２７～３２年） ６７６ ５９９ １,２７５ 

２０２０～２５年（平成３２～３７年） ８１０ ７２６ １,５３６ 

２０２５～３０年（平成３７～４２年） ８７０ ８０２ １,６７２ 

２０３０～３５年（平成４２～４７年） ９１３ ８７３ １,７８６ 

２０３５～４０年（平成４７～５２年） ９２１ ８９４ １,８１５ 

２０４０～４５年（平成５２～５７年） ９７９ ８５０ １,８２９ 

 火葬件数 
必要炉数 稼動日数 集中係数 

１ 基 １ 日 当

たりの平均

火葬数 年間平均  日平均 １日最多 

① ②＝①/A ③＝②×B ③/C A B C 

２０１５～２０年 
（平成２７～３２年） 

１,２７０注) ３.４ ６.８ ３ ３６４ ２.０ ２ 

２０２０～２５年 
（平成３２～３７年） 

１,５３０ ４.２ ８.４ ４

２０２５～３０年 
（平成３７～４２年） 

１,６７０ ４.５ ９.０ ４

２０３０～３５年 
（平成４２～４７年） 

１,７８０ ４.８ ９.８ ４

２０３５～４０年 
（平成４７～５２年） 

１,８１０ ４.９ ９.８ ４

２０４０～４５年 
（平成５２～５７年） 

１,８２０ ５.０ １０.０ ５

必要炉数＝（年間火葬件数）÷（稼動日数）×（火葬集中係数）/1 基 1 日当たりの平均火葬数

表-Ⅱ-① 両市の将来年間火葬件数 

表-Ⅱ-② 年次別火葬件数推計値と必要火葬炉数 

注） 表-Ⅱ-①両市の将来年間火葬件数の数値における末尾を切り捨てた値を採用 
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・人体炉の必要炉数は５基である。これに別途、１基分の予備スペースを確保する。 

・動物炉の必要炉数は、集団葬を想定し、１基とする。 

・従って、合計計画炉数は６基とする。 

 

 

Ⅲ.施設規模の設定 

１.建物規模の設定 

・建物規模については、必要炉数に応じて、文献(注１)による事例研究及び近年建設された火葬

場の事例分析を指標として用いる。 

表-Ⅲ-① 文献及び実例による建物規模 

              

(注１)  出典：建築設計資料 建築思潮研究所編  

 火葬場の建設・維持管理マニュアル 日本環境斎苑協会 

                                     (注２)  斎場が無い場合の面積 

２.敷地規模の設定 

①必要駐車台数 

     表-Ⅲ-② 必要駐車台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

②敷地の構成と想定面積 

ａ.建物用地 

・ 平面計画によるが、ここでは建物規模から約２,８００㎡程度を想定する。 

ｂ.駐車場 

・ 必要駐車台数より算定  

・ ４３台×４６㎡/台＝１,９７８㎡ 

 

ｃ.構内道路 

 文献(注１) Ｃ市 Ｄ市 Ｅ市 

人体炉数 ６基 ６基+予備１基 ６基  ５基+予備１基 

延べ面積(注２) ２,４８０～３,０５０㎡ ３,０００㎡ ３,０００㎡ ２,２７０㎡ 

敷地面積 ２５,０００㎡ 

（郊外立地） 

１６,９３３㎡ ２１,０００㎡ ６,６９５㎡ 

計画策定年 － 平成１２年 平成２４年 平成１６年 

必要駐車台数 

乗用車 マイクロバス 

①一般会葬者用（タクシーを含む） 

 
②車椅子利用者用 

③僧侶用 

④職員用 

⑤予備スペース 

３８台程度 ５台程度 

計画炉数＝人体炉５基（＋１基分の予備スペース）＋動物炉１基＝６基 
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・ 駐車場面積の概ね１.５倍程度を目安値とする。 

・ 本計画では、アプローチ道路を市道とするため、敷地面積から除外する。 

ｄ.付帯施設（庭園等） 

・ 待合部分面積の概ね２倍程度を目標値とする。約１,５００㎡と想定する。 

ｅ.環境緑地 

・ 施設面積（ａ+ｂ+ｃ+ｄの合計面積）と同面積程度確保することが望ましい。 

・ 本計画では、敷地の周囲が里山であるため、それらを環境緑地とみなす。 

・ また市民のレクリエーション施設に隣接するため、付帯施設（庭園等）も緩衝空間と見なし、

良好な景観形成の観点から約１,５００㎡を追加確保する。従って、付帯施設（庭園等）は合

計約３,０００㎡を確保する。 

表-Ⅲ-③ 敷地構成と想定面積 

 本計画 文献(注 3) 

① 対象人口 約１１万人 １０～２０万人 

② 人体炉数 ５基＋１基分予備スペース ６基 

③ 立地場所 郊外地 郊外地 

④ 斎場の有無 無 無 

⑤ 駐車台数 約４３台程度 ６０台 

⑥ 建物用地 約２,８００㎡程度 ２,８００㎡ 

⑦ 駐車場 約２,０００㎡程度 ２,４００㎡ 

⑧ 構内道路 － ３,５００㎡ 

⑨ 付帯施設（庭園等） 約３,０００㎡程度 １,５００㎡ 

⑩ 環境緑地等 － １４,８００㎡ 

敷地合計 約７,８００㎡程度 ２５,０００㎡ 

(注 3)出典：建築設計資料 建築思潮研究所編 
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Ⅳ.必要諸室の検討 

１.必要諸室と面積 

・ 泉南市内の葬祭業者にアンケート調査を行い、一会葬グループ当たりの平均会葬者数を

把握し、さらに想定される一日最多火葬件数によるタイムテーブル（運用表）を検討し、必

要諸室の面積と部屋数等を設定する。 

・ また文献及び同規模の炉数を有する実例を検証し、目標とする面積数値の妥当性を確認

する。 

     表-Ⅳ-① 建物規模における計画目標値 

 
必要諸室 仕様/算定根拠 

目標値 

（㎡） 

指標１ 

（文献） 

指標２ 

（事例）

エントランス 

ゾーン 
ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙ 別途車寄せ、ピロティを設ける １９０～２１０ ２０３ １９０ 

会葬ゾーン 

告別室 
一会葬当たり３０人×一人当たり占有面積

１.５㎡×３室 

４６０～５５０ ５５２ ４６５ 

炉前ホール 奥行８ｍを確保する 

拾骨前室  

拾骨室 
一会葬当たり３０人×一人当たり占有面積

１.５㎡×２室 

多目的室 直葬及び家族葬に対応 

霊安室  

通路等  

待合ゾーン 

待合ホール  

６５０～８３０ ８２６ ６４０ 

待合個室 
一会葬当たり３０人×一人当たり占有面積

２.０㎡×４室 

便所・湯沸室  

倉庫  

自販機ｺｰﾅｰ  

通路等  

管理ゾーン 

事務室  

９８０ 

～１,４７０ 
１,４７０ ９７５ 

業者控室  

炉   室 
(１F) 

人体炉６基+動物炉１基 

炉機械室 
(２F) 

高性能集塵機設置スペースの確保 

制御室  

職員休憩室  

残灰処理室  

台車庫・倉庫  

電気室 発電機室を含む 

ｵｲﾙﾀﾝｸ室  

機械室 空調機械室、受水槽室等を含む 

便所・通路等  

延べ面積 
２,２８０～ 
３,０６０ 

３,０５１ ２,２７０

       注） 

        ・指標１（文献）については、「火葬場の建設・維持管理マニュアル」平成１６年日本環境祭苑協会による 

        ・指標２（事例）については、Ｅ市の施設（人体炉５基+動物炉１基）について図上計測した数値による 

 

 

 

 

 

延べ面積（計画目標値） ＝   約２,２８０ ～ ３,０６０㎡程度 
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Ⅴ.動線計画の検討 

１.外部動線 

・ 市街地からのアクセス道路である高倉林道から、泉南市管理道路により分岐し、施設にアプロ

ーチする。 

・ エントランスは、会葬者と動物火葬者、職員、サービスのグループを区分して設ける。 

２.内部動線 

・ 会葬者グループ同士が交錯しない動線とする。エントランスの入口と出口を分離し、入場する

会葬者と退場する会葬者の交錯が生じない様、配慮する。 

・ 葬送における一連の行為において、会葬者の移動が少なくて済み、さらに行為の性格に応じ

て、ふさわしい空間、雰囲気を設えることが可能な「告別・見送り一室、拾骨分離型」のプランを

採用する。 

・ これは、故人と最後の別れを行う「告別」と棺が火葬炉に納まるのを見送る「見送り」を告別室で

続けて行い、他の会葬者に気兼ねすることなく、別れの時間を十分に確保する。また拾骨は、

場の転換を図るため、別室である拾骨室で行うものである。 

・ 昨今増加する家族葬及び直葬に対応するため、家族のみのお別れができるよう、多目的室を

設置する。この室の運用については、今後、施設の運営者及び地元の葬祭業者等を交えて、

検討する予定である。 

・ 葬送の一連の行為に伴って、“自然の景”（光、緑、水、眺望など）が目に触れ、心が少しでも和

むよう配慮、工夫する。 

 図-Ⅴ-① 動線計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動物火葬者会葬者②（多目的室利用）会葬者①（一般） 

車寄せ 

多目的室（家族のみのお別れ）

エントランス 

告別室（No1）（告別・見送り）

告別室（No2）（告別・見送り）

告別室（No3）（告別・見送り）

拾骨室（No1） 

拾骨室（No2） 

火葬炉 

動物炉

前室 

待合ロビー      待合室（No1） 
           待合室（No2） 
           待合室（No3） 
           待合室（No4） 

事務室

駐車場

退場 

前
室 

前
室

操作室 
作業スペース 

入場 

【凡例】     
 会葬者：  （入場）    （退場）     その他：（葬祭業者等） 
 動物火葬者： (入場)     (退場)       棺 ：  (火葬前)    (火葬後） 
 施設管理者： 



8 
 

３.配置計画 

・ 火葬場は、存在自体が周囲の人々に強い印象を与える施設であることから、「市民の里」でレク

リエーションを楽しむ市民が違和感を覚えぬよう、火葬場は「市民の里」公園内の既存施設から

一定の距離を保った斜面地に配置する。さらに、両者の間を緩衝緑地として整備する。 

・ 大阪湾への眺望を活かせるよう、建物の配置や待合ゾーンの位置を工夫する。 

図-Ⅴ-② 施設配置のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）待合室までの距離 30ｍは、駐車場から施設を見て待合に居る人のプライバシーが保たれる距離であり、炉

室までの距離 50ｍは、景観上威圧感を覚えないよう配慮するため最低限必要な距離である。 

注） 
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Ⅵ.環境対策の検討 

１.自主目標値の設定 

・ 大気汚染防止法等においては、火葬場は規制対象外施設である。しかしながら本計画で

は、主に大気汚染、悪臭、騒音について、自主規制目標値を設定する。 

・ 自主規制目標値については、 

①環境基本法に基づく大気汚染に係る環境基準、 

②「火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針」(平成１２年３月厚生省生活衛生局)、 

③平成２年度厚生行政科学研究「火葬炉設備の選定にかかるガイドライン作成に関する研究」

において、各々示された基準値と周辺施設の状況を考慮して設定する。 

・ ダイオキシン類、ばいじん対策として高性能集塵装置（バグフィルタ）の設置を義務付ける。こ

れにより、排ガス中に含まれる有害物質（６価クロム、水銀等）の除去についても一定効果があ

る。 

Ⅵ-1-① 自主目標値の設定 

項目 ガイドライン値 自主目標値 

排
出
ガ
ス
濃
度 

ばいじん ０.０３g/N ㎥以下 ０.０１ 

硫黄酸化物 ３０ｐｐｍ以下 同左 

窒素酸化物 
２５０ｐｐｍ以下 

（Ｏ2 １２％換算）
同左 

塩化水素 ５０ｐｐｍ以下 同左 

一酸化炭素 ３０ｐｐｍ以下 同左 

ダイオキシン類濃度 １ｎｇ-TEQ/N ㎥以下 ０.１ 

悪
臭
物
質
濃
度
（排
気
筒
出
口
に
お
け
る
値
） 

アンモニア １   ｐｐｍ以下 

同左 

メチルメルカプタン ０.００２ｐｐｍ以下 

硫化水素 ０.０２ ｐｐｍ以下 

硫化メチル ０.０１ ｐｐｍ以下 

二硫化メチル ０.００９ｐｐｍ以下 

トリメチルアミン ０.００５ｐｐｍ以下 

アセトアルデヒド ０.０５ ｐｐｍ以下 

スチレン ０.４  ｐｐｍ以下 

プロピオン酸 ０.０３ ｐｐｍ以下 

ノルマル酪酸 ０.００１ ｐｐｍ以下 

ノルマル吉草酸 ０.０００９ｐｐｍ以下 

イソ吉草酸 ０.００１ ｐｐｍ以下 

臭
気
指
数 

排気筒出口    １０００以下 ２５０以下 

敷地境界    １０  以下 同左 

騒
音 

炉前ホール 
６０dB(A)以下 

（全炉稼動時） 
同左 

敷地境界 
５０dB(A)以下 

（全炉稼動時） 
同左 

 出典：平成 2 年度厚生行政科学研究「火葬炉設備の選定にかかるガイドライン作成に関する研究」、但しダイ

オキシン類濃度については「火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針」（平成 12 年 3 月厚

生省生活衛生局）による 
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・ 影響を検討する範囲は、右図のように、敷地

近辺に民家が存在しないので、約１㎞離れた

集落となる。 

・ 敷地は、南北に走る浅い谷筋に位置し、昼

間は海（北側に位置）からの風が主風になる

と考えられる。従って、右図の通り、尾根を隔

てた西側に位置する集落には、排出ガスの

影響は及び難いものと考える。 

・ 今後は環境影響評価を実施し、現地調査に

よるデータに基づいた正確な予測と施設供

用後の環境濃度を確認する。 

     

Ⅶ.火葬炉の検討 

１.アンケート調査の実施 

・ 炉メーカー４社に対して２回に渡りアンケート調査を行った。 

表-Ⅶ-① 炉燃料等消費量（一体当たり平均） 

項目 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

灯油 ５３ℓ/一体当たり ４０ℓ/一体当たり ７５ℓ/一体当たり ５０ℓ/一体当たり 

電気 ３６kwh/一体当たり １０.４kwh/一体当たり ４３.１３ kwh/一体当たり １５.９７ kwh/一体当たり

表-Ⅶ-② 炉（人体炉４基+動物炉１基）の維持管理コスト（２０年間） 

項目 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

主
な
仕
様 

冷却方式 空気希釈 熱交換器 熱交換器 空気希釈 

触媒装置 無 有（酸化バナジウム） 無 無 

有 害 物 質 （ ６ 価 ク ロ

ム、水銀等）対策 

バグフィルタ 
バグフィルタ+触
媒（酸化バナジウム）

バグフィルタ バグフィルタ 

― 
活性炭吹込装置

（将来対応） 
活性炭(+消石灰)

吹込装置 
活性炭吸着塔
（将来対応） 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
費
用 

１.経常修繕費 ７７,９９０（千円） ４０,８００（千円） ５７,０５０（千円） ２９,４００（千円）

２.消耗部品交換費 ２３,２４０（千円） ７,１４５（千円） １１,７４５（千円） １５,１３７（千円）

３.大規模修繕 １１４,１６０（千円） ４６,８００（千円） １０３,７００（千円） １４,４９０（千円）

４.排ガス測定委託費 

（６回/２０年間） 

９,０００（千円） ４,２００（千円） ５,４００（千円） ５,４００（千円）

５.触媒装置維持費 ― 上記に含む ― ― 

６.有害物質対策装置 

維持費 
― 上記に含む ３,０００（千円） ― 

費用合計 ２２４,３９０（千円） ９８,９４５（千円） １８０,８９５（千円） ６４,４２７（千円）

１炉当たり/２０年間 ４４,８７８（千円） １９,７８９（千円） ３６,１７９（千円） １２,８８５（千円）

 

 

半径約１㎞ 
計画地 

六尾集落

金熊寺集落

Ｎ

Ⅵ-1-② 敷地周辺状況 
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２.今後の検討課題 

・公害防止など一定の性能を発揮することを条件に、炉の仕様や運転、維持管理の方法等は炉

設備業者に委ねる性能発注方式の採用を検討する。 

・メンテナンス業務は、炉設備業者の創意工夫により、効率化やコスト削減が図られるように、性能

発注方式に加えて、２０年間程度の長期複数年契約を検討する。 

・整備費は、イニシャルコスト及びメンテナンスコスト双方の合計コストの提案を求める必要がある。 

 Ⅷ.工事費の概算 

 表-Ⅸ-② 概算工事費 

①インフラ整備費（水道） 約１００,０００（千円）

②造成費 約１３０,０００（千円）

③施設整備費 約１,４４６,０００（千円）

合計 約１,６７６,０００（千円）

・なお工事費については、当初に予算額を約１,６３０,０００（千円）で見込んでいるため、この価格

内に収まるように各整備費は今後、縮小に向けて見直しを図るものとする。 

Ｂ.最適事業手法の検討 

 Ⅰ.事業手法の検討 

・ これまでの発注形態を踏襲する「従来型手法」と、官民が連携して取り組む「民活手法」について

比較検討を行う。 

・ 民活手法については、「ＰＦＩ法に基づく事業手法」と「ＰＦＩ法に基づかない事業手法」の２手法を

比較検討する。前者は、民間資金を活用することを想定し、後者は活用しない想定である。 

・ 民間事業者へのヒアリングを行い、事業への参入意欲を調べる。 

・ ＶＦＭを試算し、コスト縮減効果と財政負担額等の比較と併せて、各手法の評価を行う。 

表-Ⅰ-① 事業手法検討の作業フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・事業範囲等の検討 

・民間事業者との業務分担、リスク分担の検討 

  → 設計、建設、炉設置、維持管理、運営 について検討 

→ 民活手法のパターンを２種類、設定 

・民間事業者へのヒアリング 

 → 建設会社にヒアリング、炉メーカーにアンケートを実施 

→ 参入意欲、事業スキームへの意見、コスト効果等を調査 

・ＶＦＭの試算等による定量的、定性的評価 
→ 設定した２種類の民活手法のパターンについて、定量的 VFM を試算。（従来型で事業

を実施した場合と民活手法を導入して事業を実施した場合の想定財政負担額を試算
し、比較を行う。） 

→ 設定した２種類の民活手法のパターンについて、定性的 VFM（リスク分担の明確性等）
を検討。 

・とりまとめ （事業スケジュール、課題等の検討） 
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・ 民活手法①案に比べてコスト削減が可能である民活手法②案を選択する。 

（■事業手法比較表参照） 

・ 施設整備計画については、①本施設は市民にとって大切な葬送の場となる「文化施設」である

こと、②自然や眺望に恵まれた敷地特性を最大限活かした計画とすること、③レクリエーション

施設に隣接するため、景観に十分な配慮が必要なこと、④隣接地の土地所有者の意向への配

慮が必要なことから、両市で基本設計を行い、十分検討・協議をする。また、その要望を適格に

事業者に伝えるため、要求水準書には基本設計図面を活用する。  

 

 

Ⅱ.事業スケジュールの検討 

最も評価が高かった民活手法②案(ＰＦＩ法に基づかない事業手法)に係る想定スケジュー

ルは、下表の通り。 

表-Ⅰ-② 想定事業スケジュール 

年度 月 項目 

平成 
２５年度 

５月 火葬炉業者（維持管理運営を含む）プロポーザル公募書類作成開始 

６月 要求水準書（基本設計）開始 

９月 火葬炉業者（維持管理運営を含む）プロポーザル実施 

１０月 火葬炉業者（維持管理運営を含む）選定 

２月 要求水準書（基本設計）作成完了 

平成 
２６年度 

５月 DB（実施設計、建設）業者公募 

７月 DB（実施設計、建設）業者選定 

８月 実施設計開始 

１２月 造成工事開始 

２月 
実施設計、申請完了 

造成工事完了 

３月 建設着工（１２ヶ月） 

平成 
２７年度 

２月 竣工 

３月 試験、開業準備等 

平成 
２８年度 

４月 維持管理運営開始 

平成 
４８年度 

３月 維持管理運営期間終了 

最適事業手法としては、民活手法②案を選択する 
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